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【編集後記】

横浜市西部地域療育センター　センター長

本　田　秀　夫

'00年代、わが国では「小さな政府」志向が強まった。サービスの質の向上が事業者の利潤に直結する業

種では、公的サービスの民営化は一定の質の向上を促す。しかし、障害関連事業（特別支援教育も含む）の

ように質の向上と事業者の利潤との相関が小さい業種では、市場原理の導入は経済効率の偏重を導き、サー

ビスの質の低下を招く。過去10年にわたって国政、市政ともに公から民への移管が強力に推進された結果、

横浜市の障害関連事業は深刻な質の低下の危機に瀕している。

いま、横浜市の職員の中にリハビリテーションの専門家はきわめて少ない。一方、かつては公的な専門家

集団として横浜市の福祉行政への提言を行っていた当事業団も、市との関係においてはいまや事業受託の要

望提出に追われる一指定管理者に過ぎない。障害者福祉政策への提言を行える専門家集団を効率化の名のも

とに切り離してしまった横浜市において、公的なリハビリテーション・システムは今後どのように展開して

いくのであろうか？

2009年は政権交代の年であった。市長の交代も重なった '10年代の横浜市が、'00年代の負の遺産を多少

なりとも回復できればと思う。横浜市の地域リハビリテーション・システムを支えているのは、現場の人た

ちの専門性と責任感である。先の見えにくい現在にあっても将来の発展を予感させるような現場の息吹を、

この研究紀要から感じ取っていただければと願う次第である。
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